
 

 

 

           

 

 

      

Ｖｏｌ．２３ ２００５年０６月２０日 

 

チリ工業所有権法の改正について 

 

新法となる工業所有権法第１９，９９６号が公布されました。補足規定（施行細則）の制定・公布を 

待って施行となります。 

また、補足規定については、年内に公布される予定であります。 

新法の詳細情報及び経過措置は未だ入手しておりませんが、主な改正点は下記のとおりです。 

 

記 

１．新法施行後においては、外国特許に基づく再確認特許は付与されなくなる。 

２．不特許事由が緩和される。 

３．特許の存続期間は出願日から２０年となる。（現行法では、登録日から１５年である。） 

４．年毎による年金納付制度が導入される。 

５．上記の改正点は新法施行後に出願される特許出願から適用される。 

 

以上 
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